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当社の概要

アイホンとはインターホンを中心とした
コミュニケーションとセキュリティのシステムメーカーです。

戸建住宅向けシステム

戸建住宅

学校

病院・
福祉施設

オフィス・
工場

集合住宅

集合住宅向けシステム

医療・福祉施設
高齢者住宅向けシステム

オフィス・工場
公共施設向けシステム

アパートやマンション等集合住宅の
入居者の快適性・安全性をサポー
ト！

病院、特別養護老人ホーム、高齢
者住宅等へナースコールを提案！

学校、公共施設、商業施設等へ
セキュリティ効果の高い、出入口管
理をご提案！

玄関と室内の連絡用のテレビドア
ホンセットを中心に販売！システ
ムの構築でご家庭のセキュリティ強
化をサポート！
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当社の概要

上 場：東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部

１,６２９名（連結）

９４４名（個別）

※２０１４年３月３１日現在

社 名：アイホン株式会社

本 社：名古屋市熱田区神野町２丁目１８番地

代 表 者：市川 周作

設 立：１９５９年３月１６日

資 本 金：５３億８８８４万円

現在の本社

会社概要

従 業 員 数 ：
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当社の概要

現在の本社

アイホンの創業は１９４８年（昭和２３年）
合資会社東海音響電気研究所を設立。ラジオや拡声器の修理を始める

１９５１年 旅館、病院向けにインターホンの生産を開始
１９５２年 社名を愛興高声電話器合資会社に変更

インターホン専門メーカーとしての体制を整える
真空管式同時通話インターホン「テーターホン」の発売

１９５４年 製品商標を「アイホン」とする
１９５７年 南アフリカ連邦に初輸出

アイホンの設立は１９５９年（昭和３４年）
株式会社へ改組、社名を アイホン株式会社とする

１９７０年 アメリカにAIPHONE USA Inc.（現在の AIPHONE CORPORATION）を設立
１９８１年 デミング賞の受賞
１９８２年 テレビインターホンの発売
１９９０年 名古屋証券取引所市場第二部に上場
１９９６年 フランスにAIPHONE S.A.（現在のAIPHONE S.A.S.）を設立
１９９９年 東京証券取引所市場第二部に上場
２０００年 東京証券取引所市場および名古屋証券取引所市場第一部に上場

タイにAIPHONE COMMUNICATIONS（THAILAND） Co.,LTD.を設立
２００７年 ベトナムにAIPHONE COMMUNICATIONS（VIETNAM） Co.,LTD.を設立
２００８年 愛知ブランド企業に認定
２０１１年 シンガポールにAIPHONE PTE.LTD.を設立
２０１３年 中国に愛峰（上海）貿易有限公司を設立
２０１４年 オーストラリアにAIPHONE PTY LTDを設立

真空管式同時通話
インターホン「テーターホン」

１９５６年頃の本社

AIPHONE COMMUNICATIONS（THAILAND）
Co.,LTD.
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会社の沿革



われわれの合言葉

自分の仕事に責任を持て

他人に迷惑をかけるな

5当社の概要

当社の経営理念



当社の概要

(円)

（２００６年３月期～２０１５年３月期）配当の推移
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自己株式の取得状況

(単位：株)

２０１０年度から累計で、２，９０５，２４６株取得！

当社の概要



当社の概要

業績推移 （２００７年度～２０１４年度）

連結売上高の推移

（百万円）
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当社の概要

業績推移 （２００７年度～２０１４年度）

営業利益の推移

（億円）
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当社の概要

アイホンのシェア

シェア

５２．７％

他社
４７．３％

総需要９２６億円

前期比１５．３%増
２０１３年度
（当社調べ）
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ネットワーク（国内事業所）

札幌支店
東北支店
盛岡営業所
郡山営業所
北関東支店
つくば営業所
宇都宮営業所
群馬営業所
新潟営業所
長野営業所
東京支店
東京東営業所
東京南営業所
多摩営業所
千葉営業所
横浜支店

名古屋支店
金沢営業所
静岡営業所
大阪支店
京都営業所
神戸営業所
中・四国支店
岡山営業所
高松営業所
九州支店
北九州営業所
鹿児島営業所

■本社

■豊田工場

■本社技術棟

当社の概要
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ネットワーク（海外子会社）

AIPHONE CORPORATION
アメリカ・ワシントン州
ベルビュー市

AIPHONE COMMUNICATIONS
(VIETNAM)CO.,LTD. 
ベトナム・ヒンズン省

AIPHONE PTE．LTD．
シンガポール

AIPHONE S.A.S.
フランス・リッセ市

AIPHONE COMMUNICATIONS
(THAILAND)CO.,LTD.
タイ・チョンブリ県

愛峰（上海）貿易有限公司.
中国・上海市

アイホン本社

愛峰香港有限公司.
中国・香港

当社の概要

Aiphone PTY LTD
オーストラリア・シドニー

（※２０１４年９月設立）



ニーズに応えたきめ細かい営業活動
代 理 店

特 約 店

デベロッパー

ハウスメーカー

設計事務所

施 主

管理会社・管理組合

ゼネコン・電設

指名化・仕様化活動

提案活動

受注活動

13当社の概要



戸建市場 １４．３％

集合新築市場 ４１．１％
ケア市場 １４．１％

海外市場 ２４．４％

その他市場 ６．１％

海外
市場

戸建
市場

国
内
市
場集合住宅

市場
ケア市場

２０１３年度
４２５億円

国内市場 ７５．６％
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（国内住宅市場 ５５．４％）

当社の概要

売上構成比（連結）



【留守の確認方法】

その他

11.4%

郵便物のたまり具合

5.7%

カーテンの閉まり具合

5.7%

ガラスに石を投げる

5.7%

電話をかける

5.7% 動きを見張る
20.0%

インターホン
で呼ぶ
45.7%

当社の取り組み

商店 8.8%

一般事務所
14.1%

共同住宅（３階
建以下）16.2%

共同住宅（4階
建以上）8.2%

戸建住宅
35.6%

生活環境営業
7.5%

金融機関等
0.2%

その他9.3%

■侵入窃盗の発生場所別認知件数 ■侵入盗の行動パターン・不在確認方法（戸建住宅の場合）

侵入盗は、まず目的の家が留守かどうかを確認します。

最も多い！

最も多い！
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防犯対策として
はカメラを意識さ
せる・顔を録画す

る

戸建住宅市場

（出典：(財)都市防犯研究センター 2003年3月発行

JUSRIリポート 侵入盗の実態に関する調査報告書(8)より集計）

（出典：警察庁平成18年の犯罪情勢より）



戸建住宅市場

当社の取り組み

シンプルで使いやすく、エコ設計な録画機能付きのカラー
テレビドアホンを発売。

留守中の訪問者画像を自動で録画が可能。録画内容をモニター
で確認することができます。

タッチパネル式７型ワイド画面を採用したテレビドアホン
「ＲＯＣＯタッチ７（ロコタッチセブン）」を発売。

完全独立２世帯住宅にも対応した新しいテレビドアホン。

約１１５万画素の大画面と高性能の広角カメラから、美しくクリア
な映像を実現。操作ボタンや文字も見やすく表示し、誤操作を回避
します。

戸建住宅のニーズに対応した商品を展開！
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・マンション向けインターホンシステムの最新モデル、VIXUS （ヴィクサス）

・７型ワイドの業界最大級の大画面＝見える化表示に最適

・ブラウザを搭載＝住戸の使用エネルギーを目で見ることが可能

・見える化表示機能付き端末として、MEMS補助金対象

マンション
アグリゲータ
（クラウド）

居室親機

【おもな共用部設備】
●MEMSコントローラ（他社製品）
●受変電設備（高圧一括受電）（他社製品）
●DRアダプタ
●制御装置などインターホン共用部機器
※システムにより不要となる設備もあります

【おもな専有部設備】
●インターホン親機（見える化表示機能付き端末）
●使用エネルギー計測機器など（他社製品）

エネルギーモニター デマンドレスポンス

・節電メッセージをプッシュ通知
・エネルギーの見える化
・その他サービスコンテンツ表示

見える化、節電要請など

※DRアダプタはPC型商品のため耐用年数が異なります。

MEMS補助金対象

集合住宅用インターホンシステム「ＶＩＸＵＳ（ヴィクサス）」は、スマートマンションにも対応！

当社の取り組み 17

スマートマンションの普及を促進（経済産業省）

集合新築住宅市場



当社の取り組み

次世代の集合住宅用インターホンシステム「ＶＩＸＵＳ（ヴィクサス）」を発売し、
デベロッパーへの採用活動を展開！

集合住宅用システムVIXUS
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集合新築住宅市場
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当社の取り組み

市場規模は 約２３０万戸！
（万戸） （万戸）

国土交通省統計資料を

基に当社にて作成

９８年末時点の
マンション戸数
約３５３万戸

（ﾘﾆｭｰｱﾙ市場）

１３年末時点の
マンション戸数
約６０１万戸

（居住人口約１，４８０万人）
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集合リニューアル市場



当社の取り組み

市場ニーズに対応した商品「らくタッチ」の販売が順調に推移しています！

20

７型ワイドカラー液晶タッチパネルモニター

集合リニューアル市場



当社の取り組み

地域介護、医療施設整備・サービス付高齢者住宅制度の創設等の政策で
対象新築物件が増加

・予算総額 ３,１００億円

・地域の緊急医療の確保や医師確保など地域における医療課題の解決を図る。

・計画の対象地域は、二次医療圏※が基本。 ※複数の市町村を一つの単位とした地域

・「改正高齢者住まい法」が施行。

・サービス付高齢者住宅制度を創設。 ※有料老人ホームも登録が可能
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地域医療再生基金

サービス付高齢者住宅制度の創設

ケア市場



当社の取り組み

次世代ナースコールシステムの採用化活動を展開！

22

ナースコール業界で初めて幹線のＩＰ化を実現し、 院内の情報システムと柔軟に
連携する 新しいナースコールシステム「Ｖｉ-ｎｕｒｓｅ（ビーナース）」を２０１４年９月
に発売。

ケア市場



当社の取り組み

住宅市場に依存しない市場開拓を推進するため、商品提案活動及び
販路拡充を図る

ネットワークに対応したＩＰインターホンを展開！

不在の駐在所などの来客を本
社などで遠隔応対

IPネットワーク対応
テレビドアホンシステム

最大１２０箇所の出入口のセ
キュリティを一括管理

出入口管理インターホンシステム
AXシステム

距離の制約を超えて相互管理
を実現する新しいインターホン

IPネットワーク対応
インターホン
ISシステム
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業務市場（オフィス・商業施設・工場・駐車場等）



当社の取り組み

専門の部署を設置し、新規ビジネスの推進を図る

２０１１年国内における新設住宅市場の縮小に対応するため、新たな市場づくりを目的
とした業務用ＩＰ市場開拓を進める「ネットワークソリューション営業部※」を新設。

お客様の運用状況に柔軟に対応できるＩＰインターホン「ＩＸシステム」を
２０１３年１２月に発売！

・サーバーレスで５００端末接続が可能

・業界初ＯＮＶＩＦ対応で、他社システムとの連携可能

・ドアホン端末の映像をネットワークカメラシステム
などで２４時間録画

インターホン業界で初めてネットワークカメラ製品のインターフェイス規格
（ＯＮＶＩＦ）に対応。これにより他社製システムとの連携が可能です。

他社製ネットワークカメラシステムなどでカメラ付ドアホン端末の映像を２４
時間録画、閲覧することができます。

※ ２０１２年に「ネットワークソリューション推進部」に名称を変更
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業務市場（オフィス・商業施設・工場・駐車場等）



１９５７年南アフリカへ初めて商品を輸出し、海外事業をスタート！
現在、世界約７０ヵ国に当社の商品を輸出

当社の取り組み 25

海外市場



海外拠点の拡充

・中国（上海）に販売子会社を設立（２０１３年４月）

２０１１年１１月に開設した「上海駐在事務所」を法人化し、販売子会社（１００％出資）を設立。
日系デベロッパー及び現地有力デベロッパーへの営業活動を積極的に推進中。

・台湾（台北）に台湾駐在事務所を開設（２０１３年９月）

台湾における営業の拠点づくりを行うため「台湾駐在事務所」を開設。常駐活動拠点として市場
調査等を通じて各種の情報提供を積極的に進めています。

グローバル化の推進

先期からの３ヵ年で４箇所程度の営業拠点の開設を目標に取り組みを進めております。

26当社の取り組み

海外市場

・オーストラリア（シドニー）に販売子会社を設立（２０１４年９月）

オーストラリアにおける営業の拠点づくりを行うため「オセアニア駐在事務所」を２０１４年３月に開
設し、２０１４年９月には、販売子会社（１００％出資）として法人化。オーストラリア及びニュージー
ランドにおいて積極的に営業活動を行うとともに、物件受注活動の強化を図ります。

・イギリスに英国駐在事務所を開設（２０１４年８月）

英国における市場の拡大を図るため「英国駐在事務所」を開設。常駐活動拠点として市場調査等
を通じて各種の情報提供を積極的に進めてまいります。

新情報！

新情報！



地域別の新商品投入による売上拡大

ＪＯシリーズ 欧州市場で価格競争が激化する中、欧州の競合他社に先がけ、７型ワイ
ド画面のテレビドアホン「ＪＯシリーズ」を発売。

モニターは７型の 大型ＬＣＤモニター採用により視認性を向上。デザイン
もボタンを排除し静電タッチセンサー採用により、薄型露出のシンプルデ
ザインを実現。

デザインが大きく評価され、１９５３年から続くドイツのデザイン
賞で、国際的に最も権威のある賞のひとつである「ｉＦ ｄｅｓｉ
ｇｎ Ａｗａｒｄ」を受賞。

27当社の取り組み

海外市場

欧州市場に７型ワイド画面のテレビドアホン「ＪＯシリーズ」を発売 （２０１３年８月）

中国市場向け集合住宅システムを発売 （２０１４年９月） 新情報！

中国市場での集合住宅用インターホンシステムの更なる販売の拡大を図
るため、ボリュームゾーンであるミドルクラスの市場ニーズに対応した「ＣＧ
シリーズ」を発売。

「ＣＧシリーズ」のＯＥＭ調達においては、幅広い市場ニーズに迅速に対応
するため商品ラインアップの充実を図るだけでなく、当社の安全面に配慮
した品質基準を適用することで安全・安心できる商品提供を行います。

集合玄関機 居室親機 カメラ付玄関子機



103億円

110億円

２０１５年度海外市場の売上高１２０億円を目指します！
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※中期経営計画公表分

当社の取り組み

海外市場

2015年度
海外市場売上高目標

120億円



29当社の取り組み

海外生産比率（台数）目標は４４．０％

中期経営計画では５０％（２０１５年度）を目指す。
(千台)

生産体制の状況
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研究開発の状況

(百万円)

当社の取り組み
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連結決算実績（２０１５年３月期第２四半期）

2013年3月期

第2四半期
2014年3月期

第2四半期
2015年3月期

第2四半期

売上高 16,808 19,822 19,540

営業利益 1,047 1,349 1,150

経常利益 1,042 1,485 1,109

四半期純利益 507 771 633

＜ポイント＞
１．減収要因は、国内の住宅市場と海外市場での売上

の減少

・国内において消費税増税前の駆け込み需要の反動減

と住宅着工戸数の減少から戸建住宅市場の売上高が

減少

・消費税増税前の駆け込み需要の反動による影響で集

合リニューアル市場の売上高が減少

・海外の主力市場であるアメリカにおいて、セキュリティ

ニーズの高まりを受けた学校等における前年までの急

速な需要拡大に一服感が見受けられ売上高が減少

２．減益要因は、主に重点市場での売上減少

直近の業績報告

(百万円)

◆連結売上高 ：前年同期比 １．４％減

◆営業利益高 ：前年同期比 １４．７％減

◆経常利益高 ：前年同期比 ２５．３％減

◆四半期純利益 ：前年同期比 １７．９％減
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営業利益は、売上高の減少に加え、販売促進費等の増加により、１．９億円の減益。

２０１５年３月期第２四半期の営業利益について

直近の業績報告

ポイント

(百万円)
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＜２０１５年３月期業績アップ率＞

◆連結売上高 ：前期比 ３．５％増

◆営業利益高 ：前期比 ６．４％増

◆経常利益高 ：前期比 ０．７％増

◆当期純利益 ：前期比 １１．６％増

２０１５年３月期業績予想
2013年3月期

実績
2014年3月期

実績
2015年3月期

予想

売上高 36,884 42,505 44,000

営業利益 2,401 3,384 3,600

経常利益 2,366 3,623 3,650

当期純利益 1,397 2,060 2,300
＜ポイント＞
１．海外市場での施策とネットワーク対応商品の市場導入

で増収を見込む。

・消費税率引き上げ前の駆け込み需要等の影響が和ら

ぎ、リニューアル物件数の回復が予測される。

・海外市場での物件受注活動と販路拡大を推進するこ

とで、売上増加を見込む。

・付加価値の高いネットワーク対応商品の市場導入を推

進し、売上増加を見込む。

２．増益要因は、増収による利益の増加

・増収による利益の増加とコスト競争力の強化を推し、

営業利益、経常利益、当期純利益において増益を

見込む。

（百万円）

(売上高 百万円)(利益 百万円)
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中期経営計画おいて当社グループが目指す姿
２０１３年度～２０１５年度

「輝け！アイホン ～真の輝きを求めて～」

中期経営計画の基本方針として、「利益体質の強化」 を掲げ、以下の
重点戦略を推進中です

重点戦略
１）グローバル化の推進

２）ネットワーク対応の市場創造

３）コスト競争力の強化

４）生産技術の改革

５）源流管理による品質保証

６）企業体質の強化

当社グループ一丸となって今回の中期経営計画を推進することで、社会や
ステークホルダーにとって真に輝くアイホンを目指します

中期経営計画
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中期経営計画目標数値

中期経営計画

売上高目標 営業利益目標

（2014.5.1公表分）

（百万円）

当社は、２０１４年３月期において中期経営計画に掲げる初年度の業績目標を達成。

業績結果及び経営環境の変化等を勘案し、２０１４年５月１日に第５次中期経営計画の修正を公表。

（百万円）
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目標とする

売上構成
2015年3月期

第2四半期

売上構成

経営の方向性

バランス経営について

国内新築市場に偏った売上構成を見直し、リニューアル市場

や海外市場での売上を拡大することでバランス経営を進める。

バランス経営を進めるために、商品戦略や投資等において、

選択と集中を進める。

バランス経営

選択と集中
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集合住宅インターホンシステムの新しい居室親機「ＤＡＳＨ ＷＩＳＭ７（ダッシュ
ウィズムセブン）」を２０１４年６月に発売！

トピックス（新商品のご案内①）

ご好評をいただいております集合住宅システムＤＡＳＨ ＷＩＳＭシリーズに７型ワイドのタッチ
パネルを採用した最新機種ＤＡＳＨ ＷＩＳＭ７を２０１４年６月に発売いたしました。
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小規模マンションやアパート市場のニーズに対応した

集合住宅システム「ＰＡＴＭＯ（パトモ）」を２０１４年１０月に発売！

小規模マンションやアパート市場においてセキュリティ強化へのニーズが高まる
中、留守中の来訪者を確認することができる録画機能を標準装備した新しい集合
住宅システム「ＰＡＴＭＯ」を２０１４年１０月に発売いたしました。

トピックス（新商品のご案内②）
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Communication 
&

Security

本資料に掲載されております業績予想や将来予想は、現時点において入手可能な
情報に基づき当社が判断して予想したものであり、実際の業績は今後様々な要因
の変化により予想とは異なる結果となる可能性があることをご承知おき下さい。

弊社ホームページ
http://www.aiphone.co.jp/


